
１　県税

・ぐんま賃上げ促進支援金 １,０３０

・「稼ぐ力」強化に向けたハンズオン支援 ２　地方消費税清算金

・高等学校等教育改革促進基金積立 ３　地方譲与税

・公共事業 ２,１９３ ４　地方交付税

・その他

５　国庫支出金 ▲５,６９７

・国補正関連 ２,２３８

▲７,４５３ ・その他

・税関係交付金 ８,３４３ ６　繰入金 ▲３２,４３８

・県有施設長寿命化等推進基金積立 ５,６００ ・財政調整基金繰入 ▲２７,２００

・その他不用額等 ▲２１,３９６

・その他の繰入 ▲５,２３８

７　繰越金 ２,５５８

８　県債 １,５８７

９　その他

２　知事による専決処分（２月３日付） ※地方自治法第179条に基づくもの

ゼロ県債 ※ゼロ県債は11月補正分（20億円）

　と合わせて４２億円

ゼロ国債 　ゼロ県債とゼロ国債を合わせると、

　（農政部） 　４３億円を計上

（１２８）

※ゼロ県債とは、単独公共事業等について、本年度の支出のない（＝ゼロの）県の債務負担行為を指し、
翌年度予算にかかる工事を本年度に前倒し発注することで、公共事業の平準化及び工事の早期完了等を図
るものであり、本県では特に中小企業を対象とした工事で実施している。
　またゼロ国債は、国が債務負担行為を設定した補助公共事業で、ゼロ県債と同様に工事の前倒し発注を
行うものである。

４,５００

 （R7末基金残高見込み：424億円→696億円）

 （1,479億円→1,592億円）

　（環境森林部100、県土整備部2,100）

計　（債務負担行為　２,３２８）

※２月補正後予算額 　861,049百万円 （現計予算額 863,898百万円）

計　▲２,８４９ 計　▲２,８４９

（単位：百万円）

１１,３３８

 （2,780億円→2,920億円）

３,９５２

６０

２　その他

（２,２００）

１００

▲２,６４９

▲７,９３５

１,２２１

４,６０４

歳　　　　　出 歳　　　　　入

１４,０００１ 国補正関連

令和７年度２月補正予算（案）のフレーム

１　第１回定例会提出分 （単位：百万円）
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